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平成２９年度 第２回「帯広市健康生活支援審議会児童育成部会」議事録 

 

日時：平成３０年２月２１日（水）１９時４５分～２０時３０分 

場所：市役所１０階第５Ｂ会議室 

 

会議次第 

１．開  会 

 

２．議  事 

（１）平成３０年度こども未来部当初予算（案）について 

 

３．その他 

 

４．閉  会 

 

配付資料 

資料１   平成３０年度こども未来部における当初予算（案）について 

資料２   予算に係る参考資料 

 

 

 

 

出席委員（１９名中１６名出席） 

村上委員、真井委員、成田委員、松田委員、山口委員、 

伊賀専門委員、中岡専門委員、佐藤専門委員、 

野崎部会委員、堀部会委員、小沼部会委員、下鳥部会委員、南出部会委員、 

黒田部会委員、中西部会委員、吉澤部会委員 

 

 

事務局 

池原こども未来部長、野澤こども未来部企画調整監 

佐藤こども課長、星野保育担当課長、戸田課長補佐、 

須永子育て支援課長、金田課長補佐、遠藤課長補佐、 

今青少年課長、前川児童会館長 
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平成２９年度 第２回「帯広市健康生活支援審議会児童育成部会」 議事録 

（平成３０年２月２１日 １９：４５～２０：３０） 

 

１．開 会 

    

 

※ 出欠の確認など 

 

 

 

２．議 事 （１）平成３０年度こども未来部当初予算（案）について 

 

 

 

議題（１） 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

 

議題（１）「平成３０年度こども未来部当初予算（案）について」 

 

（資料１、資料２の説明） 

平成３０年度のこども未来部当初予算（案）は事業費で１０２億

６１１５万４千円を計上しており、昨年度からは１００９万８千円

の減となっている。平成３０年度の当初予算は、４月に市長選挙が

予定されていることから、義務的な経費を主とする骨格予算となっ

ており、政策的な予算は６月補正で計上予定。 

主要事業として、待機児童対策、幼児教育の段階的無償化、児童

保育センターのクラブ数の増、児童扶養手当の拡充、公立保育所民

間移管に向けた円滑な準備、乳幼児医療給付に係わる市民の利便性

向上、次期こども未来プランの策定に取り組んでいく。 

 

 

 

（委員） 

 

 

（事務局） 

 

 

 

（委員） 

 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

現在運営している児童保育センターのクラブ数はいくつあるか。

また、平成３０年度は何クラブ増となるか。 

 

平成２９年度は４９クラブで運営しており、平成３０年度は５ク

ラブ増やすことで、申込み児童数の増に対応するもの。 

 

 

インフルエンザ等により学級閉鎖となった学級に在籍する児童

は、学級閉鎖の期間も児童保育センターで預かるべきなのか。 

 

学級閉鎖となった学級に在籍する児童は、本来は家庭で過ごすこ

とが望ましいが、保育という観点からは児童保育センターの利用を

拒むことまではできない。難しい問題なので、今後は学校とも協議

が必要と考えている。 
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（委員） 

 

 

 

 

（委員） 

 

 

 

（委員） 

 

 

 

 

 

（委員） 

 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

３．その他３．その他３．その他３．その他    

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

（委員） 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

インフルエンザに罹患している児童が集団に入ることは、感染を

拡大させる恐れがある。家庭で預かれる者がいない場合等の問題も

あるが、学級閉鎖となった学級に在籍する児童は利用できない等の

規定は必要かもしれない。 

 

インフルエンザに罹患している児童は児童保育センターを利用し

ないが、罹患していないが学級閉鎖となり登校できない児童は利用

を希望することが多い。 

 

インフルエンザの蔓延を防ぐには、保護者も感染を広げない努力

が必要。児童保育センターを始めとした施設からも保護者へ伝えて

いきたい。 

 

 

 

公立保育所の民間移管へ向けて、法人から保育士の派遣を受ける

とのことだが、公立保育士の定数を減らす等の対応をするのか。 

 

定数は減らさず、派遣される保育士は加配のようなかたちで現場

に入っていただく。パート職員の時間数等は一部削減できるものと

考えている。 

 

 

 

  

平成３２年度から、新しい子育て支援の計画がスタートする。来

年度はその準備期間として、ニーズ調査を目的としたアンケートを

実施予定。会議の開催回数も増える見込みであり、委員の皆様にも

審議等のご協力をいただきたい。 

 

 

 

障害児福祉計画の進捗状況は。 

 

障害者支援部会と児童育成部会の合同の部会を４回開催し、第５

期障害者福祉計画並びに障害児福祉計画も策定目前まできている。

策定後、委員の皆様に配付したい。 
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（委員） 

 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

 

（委員） 

 

 

（委員） 

 

（事務局） 

 

 

 

 

 

４．閉会    

 

 

 

待機児童対策の受入施設数はいくつあるのか。保育の質の確保に

ついてどう考えているか。 

 

これまでの認可外保育施設３か所に加えて、地域枠を有する企業

主導型保育施設４か所を追加する。全て待機児童対策で利用できる

わけではないが、地域枠は５３名分あると確認している。 

受入枠の確保だけではなく、市の保育担当課長等が現場を確認し、

保育の質を見定め、預け先として相応しい施設かどうか判断し、事

業を進めていく。 

 

北海道の小学生の学力や体力が、全国平均より低い状況にあるの

で、保育所における質の部分も力を入れてほしい。 

 

企業主導型保育施設と市の関わりは。保育料はどうしているか。 

 

認可保育所や認定こども園と異なり、市を通さずに国から直接運

営費が支給される。待機児童対策事業に対する協力については、直

接施設へ依頼してきた。保育料については、各施設が定めている。 

 

 


